
１．問題と目的

大学で授業を行っていると，過去の英語学習における不成功体験から英語に対する自己効

力感が低下し，学業不振に陥っていると思われる学習者が数多く散見される。自己効力感と

は与えられる課題がうまく遂行できるかどうかに関する自信であり，人間の発達や学習の過

程に大きな影響力を持つとされる（Bandura, 1977）。自己効力感は，もともと臨床心理学の分

野において，恐怖症（Phobia）を治療するために，Banduraが提唱した概念である。その後，

様々な分野で研究が進められているが，教育の分野もその例外ではない。例えば，自己効力

感と数学や国語の学業成績の関連を調査した研究では，自己効力感の高い学習者は，学業成

績が高いことが示されている（Betz & Hackett, 1983; Hackett, 1985; Pajares & Johnson, 1996;

Pajares & Miller, 1994, 1995）。また，自己効力感と大学の修了率の関連を調査した研究では，
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自己効力感が高いほど，修了率が高くなる傾向があることが示唆されている（Bong, 2001;

Chemers & Garcia, 2001）。さらに，第2言語習得の分野では，自己効力感と外国語の学業成績

の関連を調査した結果，自己効力感の高い学習者ほど，外国語の学業成績が高くなる傾向が

示唆されている（Zimmerman & Martinez-Pons, 1990; Hsieh, & Schallert, 2008）。

このように，自己効力感と学業成績の関連性を検討した研究では，自己効力感が高いほど，

学業成績がよい傾向にあることが示唆されている。では，自己効力感を向上させ，学業成績

を改善するためには，どのような手立てを講じる必要があるだろうか。Bandura（1977）によ

れば，自己効力感は，①成功体験（Performance accomplishment），②代理体験（vicarious

experience），③言語的説得（Verbal persuasion），④生理的状態（Emotional arousal），の4つの

心理的要因から構成されるとされる。Bandura は，自己効力感を高めるためには，上に示した

①～④の内，①成功体験が最も重要であると指摘している。このBandura の主張に基づいて考

えるならば，本研究で問題とする「過去の英語学習における不成功体験から英語に対する自

己効力感が低下し学業不振に陥った学習者」に対しては，成功体験を与えることが重要とな

ろう。そこで，本研究では，英語の学業成績が振るわない学習者に対して成功経験を与える

ことが，①「学習者の自己効力感」及び②「英語の学業成績」にどのような効果を及ぼすかと

いうことを検討したい。

ここで問題となるのは，学習者にどのように成功体験を与えるかである。本研究では，学

習者に対して，成功体験を与える方法として，Dweck（1975）による「再帰属訓練」を採用し

たい。Dweck（1975）による「再帰属訓練」においては，学習者は，以下に示す①～③の３

つの過程を経て成功を経験する。①学習者はある課題について失敗を経験する（以下「失敗

体験」とする）。②教師は失敗の原因は努力が足りないためであると学習者を励まし，ヒント

を与え，学習者が正答にたどりつくように促す（以下「努力の提示」とする）。③学習者は成

功を体験する（以下「成功体験」とする）。「再帰属訓練」において，学習者は①～③の過程

を繰り返し経験するように仕組まれることになる。

教育心理学の分野では，無力感は，しばしば，過去に繰り返された不成功体験により学習

されると考えられ，学習性無力感（learned helplessness）と呼ばれる（Seligman & Maier, 1967）。

Dweck（1975）は，再帰属訓練が，学習性無力感に陥った学習者に対して，どのような効果を

与えるかを実験によって検討している。

上に示したDweck（1975）の実験には以下の理論的背景がある。Weiner（1972）は，原因

帰属という枠組みを提唱し，学業不振者は，学習の過程で繰り返された不成功体験によって，

学業不振の原因を自分の能力不足に帰属し，無力感に陥る傾向があると指摘している。Dweck

は，このような学習者（学業不振の原因を能力に帰属している学習者）に，再帰属訓練を実

施することによって（①～③の過程を経て成功を経験させることによって），当該学習者は失

敗の原因を能力から努力に帰属するようになり，学習性無力感に陥った状態から脱却する可

能性を指摘する。Dweckは，実験を行い，この仮説の正当性を示した。

具体的には，『再帰属訓練を行う群（以下「再帰属訓練群」）』と『容易な問題を繰り返し成
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功体験のみを繰り返す群（以下「成功体験群」）』の2 群を設け，両群において，学習性無力

感の指標が介入後どのように変化するかを検討した。実験の結果，「成功体験群」では，介入

前後で無力感は変化しなかったが，一方，「再帰属訓練群」では，介入後，学習者の無力感が

大きく改善されることが示された。このようにDweck（1975）は，動機づけの指標として学

習性無力感を取り上げ，単純に成功体験を与えるより，再帰属訓練によって成功体験を与え

る方が学習者の動機づけを高めることを示唆している。この実験結果と本稿の冒頭で示した

「自己効力感を高めるためには，成功体験が最も重要であるとの指摘（Bandura, 1977）」を考

え合わせるならば，「再帰属訓練」を用いて成功体験を与えることが，学習者の自己効力感を

効果的に向上させるという仮説を立てることが可能であろう。

そこで本研究では，Dweck（1975）が考案した「再帰属訓練」を用いて成功経験を与える授

業が，学習者の①「英語自己効力感」及び②「英語の学業成績」にどのような効果を及ぼす

かということを検討したい。

最後に英語自己効力感の指標としていかなる尺度を用いるかについて言及しておきたい。

英語学習自己効力感の測定には，松沼（2006）の開発した英語自己効力感尺度を用いる。松

沼（2006）は，日本の英語学習の実情を考慮した尺度開発の必要性を主張し，英語自己効力

感（以下「ESE」と記す）尺度を作成した。具体的には，日本の高校生213名（男性109名，

女性104名）を対象にPintrich & De Groot（1990）が作成した動機づけ尺度を参考に，日本の

英語学習の実情を考慮した尺度の作成を試みた。その結果，8項目からなるESEを開発した。

当該尺度は，日本の英語学習の実情（及び日本人英語学習者）を念頭に置いて開発されたと

いう点において優れた尺度であると考えられる。

２．方法

2.1 実験協力者

英語を苦手とする学習者を対象とした，初年次英語ゼミに所属を希望した大学一年生19名

（男性：17名；女性：2名）が実験に参加した。実験協力者は日本の中学校および高等学校で6

年間英語を学習していたが，海外での英語学習歴をもつ者はいなかった。

2.2 材料

教授材料．教授材料は，中学・高等学校の副教材として主に利用されるEdu Pager（教育開

発出版, 2001）というコンピュータソフトウエアを使って作成された。このコンピュータソフ

トウエアは，中学校1年生から高等学校3年生で学習する文法項目に関して，穴埋め問題，正

誤問題，英作文問題，および英文解釈問題などの形式で練習問題を作成するためのソフトウ

エアである。本研究では，このソフトウエアを利用し，文部科学省検定済中学校英語教科書

‘New Crown English courses’の1年生の教科書に基づいて，文法問題プリントを作成した。

Table1に本研究で採用した文法項目を順に示す。本研究で学習者が取り組んだ文法項目は7つ
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である。そのうち1.アルファベットを除き，1つの文法項目について約5枚から6枚のプリン

トが準備された。1枚のプリントには，約20問ずつの問題が印刷されていた。各文法項目に

おけるプリントは，易しいプリントから徐々に難易度が上がるように配列されていた。1つの

封筒に実験協力者全員分のプリントが，1種類ずつ封入された。プリントは合計で50種類あっ

たため，封筒50枚に分割されて封入された。

ポートフォリオ．学習し終わったプリントを保存するための封筒が，実験協力者1人1枚ず

つ準備された。

英語力測定テストプレ．実験協力者の英語力を測定する目的で，TOEIC Bridge 公式ガイ

ド&問題集（国際ビジネスコミュニケーション協会，2002）のTOEIC Bridge練習テスト（100

問）を利用した。この練習テストは，リスニング問題50問とリーディング問題50問から構成

されていた。

ESEプレ．実験協力者の自己効力感の変化を測定するために，松沼（2006）ESEを使用した。

Table 2にその内容を示す。ESEは，8つの項目から構成されていた。これら8つの質問項目そ

れぞれについて，5つの選択肢（①全くそう思わない，②そう思わない，③どちらともいえな

い，④そう思う，⑤とてもそう思う）が与えられていた。実験協力者は，それぞれの質問項

目を読み，与えられた5つの選択肢のうちあてはまるものを1つずつ選択することになる。
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Table 1 採用した文法項目

1. アルファベット
2. 代名詞
3. 現在時制
4. 疑問文
5. 未来時制
6. 助動詞
7. 現在進行形

Table 2 英語自己効力感（ESE）尺度（松沼, 2006）の内容

1. 私は英語が得意だと思う。

2. 私は英語の授業で教えられたことを理解することができると思う。

3. 私は英語で良い成績をとることができると思う。

4. 私は英語の授業で与えられた課題に適切に答えることができると思う。

5. 私の英語の学力はすぐれていると思う。

6. 私は英語の学習内容についてたくさんのことを知っていると思う。

7. 私は英語の学習内容を習得できると思う。

8. 私は英語の勉強方法を知っていると思う。



英語力測定テストポスト. 英語力測定テストプレの問題の順番を変えて出題した。

ESEポスト．ESEプレと同一の質問紙を使用した。

2.3 手続き

第1回目の授業．第1回目の授業では，介入授業（第2回以降）の進め方の説明と英語力測

定テストプレとESEプレを実施した。授業の進め方の説明では以下に示す5つの内容が教示さ

れた。具体的には，①座席は自由であること，②与えられたプリントを各自のペースで行っ

ていくこと，③プリントが終わったら一枚ごとに教師の添削を受けること，④添削が終わっ

たら，プリントを自分の封筒にいれ，次のプリントを取り組むこと，⑤必要があれば教師や

周囲の友人にいつでも相談できること，の5つであった。これらの説明が行われた後，英語力

測定テストプレおよびESEプレが実施された。

介入授業．第1回目の授業で説明した進め方に沿って，介入授業（毎回90分）が13回実施

された。実験協力者が自分の進度に合わせて自由に必要なプリントを持っていけるように，

教室の最前列の机に50種類のプリントの入った封筒が，順番に置かれた。

介入授業における教師の役割．介入授業では，教師は教室の一番前の左側にある教師用の

机で，協力者がいつでもプリントの添削が依頼できるように待機していた。教師は添削を行

う際に次の点に配慮した。添削は協力者を教師の横に準備した椅子に座らせて，一緒に行っ

た。教師は，誤答している箇所についてヒントを与え，その場で正解を導けるように配慮し

た。また，全問正解であったり，以前誤答していた問題に正解した場合には，「よくできまし

たね」など，協力者ができるだけ前向きに課題に取り組めるような声掛けを行った。

第15回目の授業．英語力測定テストポストとESEポストを実施した。

Table 3 に手続きの流れを示す。

３．結　果

本実験で行ったテストと授業全てに参加した実験協力者を分析の対象とした。その結果最

終的な分析の対象者は14名となった。以下，ESE尺度と英語力測定テストの結果について順

に記述する。
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Table 3 本研究の手続き

第 1 回 授業の進め方の説明と英語力測定テストプレおよびESEプレの実施

第 2 回

〜 介入授業

第14回

第15回 英語力測定テストポストとESEポストの実施



3.1 ESE尺度

ESEプレおよびESEポストの結果をTable 4に示す。プレテストでは，平均点が，1.82点

（SD = .83），ポストテストでは，平均点が 2.13点（SD =1.06）であった。英語自己効力感の変

化を測定するために，両テストの平均点について，対応のある t 検定を行ったところ，5％水

準で有意差が認められた（t（223）= 2.40，p < .05）。介入授業により，学習者の英語自己効力

感が伸長する可能性が示された。

3.2 英語力測定テスト

英語力測定テストプレおよび英語力測定テストポストの結果をTable 5に示す。プレテスト

では，平均点が42.14点（SD =7.29），ポストテストでは，平均点が47.14点（SD =8.71）であ

った。英語力の変化を測定するために，両テストの平均点について，対応のあるt 検定を行っ

たところ，5％水準で有意差が認められた（t（27）= 2.63, p <.05）。介入授業により，学習者の

英語力を伸長させる可能性が示された。

４．考察

本研究では，Dweck（1975）の「再帰属訓練」により，成功経験を与える授業が，学習者の

①「英語自己効力感」及び②「英語の学業成績」にどのような効果を及ぼすかを検討した。

その結果，「失敗体験」，「努力の呈示」という過程を経て「成功体験」を経験する「再帰属訓

練」を繰り返し実施することによって，学習者の（１）「英語学習に対する自己効力感が向上

し」，さらに，英語力測定テストの結果から，（２）「英語の学力も向上する」ことが示唆され

た。以下これら2つの結果について考察を行う。
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Table 4 英語自己効力感（ESE）尺度の結果

プレ ポスト t 検定結果

M 1.82 2.13 2.40*

SD 0.83 1.06

* p < .05

Table 5 英語力測定テストの結果

プレ ポスト t 検定結果

M 42.14 47.14 2.63*

SD 7.29 8.71

* p < .05



4.1英語学習に対する自己効力感について

まず，ESEの結果について考察する。英語学習に対する自己効力感は介入後改善されてい

た（p <.05）ことから，本研究で採用した再帰属訓練が有効である可能性が示されたといえる。

実験協力者は，中学校や高等学校における英語学習につまづき，自己効力感が低下した経緯

がある。これら2つのことに基づけば，再帰属訓練と，中学や高等学校における指導法の違い

が，学習者の英語学習に対する自己効力感に異なる影響を与えたと考えることが自然であろ

う。そこで，実際中学校や高等学校で行われている一般的な指導法と再帰属訓練がどう異な

るのかを踏まえながら，以下考察を行っていきたい。中学校や高等学校で一般的に行われて

いる教授法と明らかに異なると思われる点は以下の2点である。

第一の違いは，再帰属訓練では，実際中学校や高等学校で行われている一般的な指導法と

は異なり，学習者は自分の到達度を確認し，目標を明確にしながら学習を進めることができ

る環境が整備されていたことである。再帰属訓練で学習者に与えられた課題は，各自のペー

スで50種類のプリントを一枚ずつ完成させていくことであった。学習者に自分の到達度がわ

かるように，プリントは毎回1から50まで，教室の最前列の机におかれていた。学習者は，プ

リントが終わるたびに，その最前列の机に行き，次のプリントを各自受け取ることになる。

その際，自分は「20番のプリントまでやった」とか，「半分終わった」など自分の到達度がど

の位置にあるのかを再認識することができた。Dweck（1975）も，教師の励ましに関する適切

なアドバイスの必要性と同時に，学習者が自分の到達度を把握し，明確な目標を持つことの

重要性を指摘している。しかしながら，中学校や高等学校における一般的な指導法では通常

毎回テーマや進度が設定されており，個々の学習者が独立したペースで授業に参加できる環

境は整えられていない場合が多い。したがって，このような学習環境の違いが，学習者の英

語学習に対する自己効力感の向上に貢献した可能性が高いと考えられる。

第二の違いは，授業中の教師の役割と学習者に対する接し方の違いにある。中学校や高等

学校で行われている一般的な指導法では，授業中に他の学習者と距離をとり，一人の学習者

と教師が向き合って接する時間を毎回設けることはあまり行われない。Dweck（1975）も指摘

しているように，学習者の原因帰属様式に変化をもたらすためには，教師の適切な助言が必

要となる。本研究では，学習者の進度に差があること，さらに個々の学習者に適切な助言を

行う必要があることから，採点と助言を行う際には教師が個別に対応できる環境が整えられ

ていた。学習環境の違いにつけ加えて，このような授業中の教師の役割と学習者に対する接

し方の違いもまた，自己効力感の向上に貢献した可能性が高いと考えられる。

しかしながら，Table 4にも示されているように，介入後のESEポストの値（M=2.13，

SD =1.06）は，介入前の値（M=1.82，SD= 0.83）との間に統計的有意差が認められたものの，

依然として低いことがわかる。本研究に参加した学習者の英語に対する自己効力感は，訓練

前と比較して向上したとは言えるものの，効果が十分であったかどうかは疑問が残る。本研

究では，週 1回の再帰属訓練を約 3カ月の間行った。Weiner（1975）が指摘しているように，

一度形成された原因帰属の様式を変化させ，自己効力感を高めるためには，さらなる時間を
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要することを示唆した結果と言える。今後検討の余地がある。

4.2 英語力測定テスト結果について

Table 5にも示されているように，再帰属訓練により学習者の英語力を伸長させる可能性が

示された。再帰属訓練で学習した内容は，日本の中学校 1年生が学習する内容であり，英語

力測定テストの内容とは，ギャップがあったにも関わらず，学習者の訓練後の得点は向上し

ていた。この結果は，再帰属訓練で学習した内容が定着したということに付け加えて，学習

者が訓練以前に得ていた英語に関する知識が，適切に活用されるようになったことを示すも

のである。つまり，再帰属訓練を通じて自己効力感が高まり，課題に向かう際に自分の持っ

ている知識を最大限使おうとする習慣が形成されたと考えられる。

５．今後の課題

本研究を踏まえた今後の課題は3つ考えられる。一つは再帰属訓練の期間を延長すれば，さ

らなる自己効力感向上が期待できるかを検討することである。先にも述べたように，訓練後

の自己効力感は，訓練前と比較して向上してはいるが，依然として値は低かった。この要因

の一つは，再帰属訓練の長さにある可能性がある。つまり，継続して訓練を行うことで，更

なる自己効力感の向上が見込める可能性があるということである。二つ目は，統制群を設定

した検証の必要性である。本研究では統制群をおいていない。そのため，一般的に行われて

いる指導法と比較して，効果がどう異なるのかについての実証的な知見を得られていない。

今後は統制群をおいたより実証的な研究が必要である。三つ目は，本研究で得られた知見を

一般化する方法を考案することである。本研究の実験協力者は19名であり，大学一般の語学

教室，中学校や高等学校の教育現場と比較して，かなり恵まれた環境で実施された。本実験

と同様の環境をただちに整えることは不可能に近い。そのため，本研究で得た知見を別の形

で還元するための枠組みが必要となる。
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